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1給 与 所 得 税 の概 観
第2次 世界大 戦を契 機 として,わ が国の所 得税 も,い わゆ る 「金持 ちの税
金 」か ら 「大衆課税」に転型 した。い ま所 得税 の納税 人員の推移 をみ ると,
昭和11年で は当時の第3種 所 得税を納 めた者 は103万人であ ったが,昭 和15
年3.月の所 得税改正に よって翌16年には638万人に増加 し,戦 後に な るとイ
ソフ レー シ 。ソの進行 に ともな って昭和24年の1,912万人にはね あが り,シ
ャウプ勧告 に もとつ く改正(昭 和25年3月)を へて1,100万人台に減 少 した。
最近に おい ては高い経済成 長率 を反 映 して昭和37年では,1,717万人 の納税
の
者がい る と報 告 されてい る。
また最近10年間の動 きに注 目す ると,昭和29～38年間では,毎 年平均107万
人ずつ納税 人員が増 してい る。 その うえたびたびの税法上 の減税に もかかわ
らず,こ の期間 の後半 の5年 間で は,納 税者1人 あた りの負担額 は毎年4,000
円ずつ増加 してい る。納税 人員の増加 と1人 あた り負担 額 の増加は,名 目個
人所 得の成長率 が高 い ことだけ ではな く,課 税最低限の所得水準が諸控 除お
よび税率に比べ てなお低い こと,そ して所 得税が累進課 税であ るとい うこと
を背景 と して理解 で きるで あろ う。 この ことをい ま昭和39年の 「給与所得 の
所得 税源泉徴収額表」を参照 して示す と,独 身者について月給か ら社会保険
苦木稿は,本学経済研究所月例報告会(昭 和39年1月23日)における私の報告の拡
充である。その後,麻 田,地主および藤井の各教授から,数々の教示をうけた。
(1)大 蔵省主税局調査課 ・国税庁直税部所得税課編 『所得税実施70周年記念 所
得税発展の記録」(昭 和32年7月),P・8以下参照。
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料 を引いたあ との金額が14,200円を こす と,10円の所得税が引かれ る。 この
人が残業 もし くは ベース ・ア ップに よって4,000円給与が増す と,所 得 税は
140円に増加す る。 この事実 は一例 に しかす ぎないが,所 得税の大衆課 税的
特色は現われてい る と思 う。
租 税には所得 税 と同 じ所得金額 を課税物件 とす るものに,道 府 県民税 と市
町村 民税 とがあ る。 この二つ は 住民税 とよばれ,こ れは 法 人 も課税 され る
が,個 人分所得割 についてい うと,所 得税 よ りも課税最低限 は低 い。昭和32
年7月 の 自治庁調査 に よると,市 町村民税個人分所 得割納税人員は1,267万
人であ り,同 年 の所得 税納税人員1,122万人 よ りも145万人多 い。住民税には
所得額 のいか んにかかわ らず居住 の場所を もってい る者に課 され る均等割 が
ド　 エ
あ る。 この均等割 しか納 めていない者が,こ の年 に は1,130万人 いた とい う。
その当時,市 町村 民税の課 税方式 は5つ に分か れ,各 自治体 はそ の1つ を と
ることがで きた。現 在では地方税法第310条以下 の本 文で きめ られた標準税
率 を採用す るよ うに改 め られて きてはい るが,た だ し書 きに よって高 い税率
ぐお
を採用 しているところも多い。 このことか ら住民税の問題の一つは,同 じ所
得額 ・同 じ家族構成で も市町村間で住民税額が大 きく異なって くることであ
る。税制調査会の資料では,給 与年額50万円で夫婦 と子供3人 の世帯が,本
文方式を とってい る市町村に居住 した とき,税額は2,632円であるのにたい
して,た だ し書 き方式を とり準拠税率以上の税率で課税す る市町村では,そ
ぐの
の2・79倍の7,340円を 支 払 わ な くて は な らな い と い う。 市 町 村 民 税 の 税 率 も
累 進 税 率 と な っ て い るか ら,同 じ世 帯 で 所 得 額 が70万 円 に あ が る と,税 額 は
二 つ の 都 市 で そ れ ぞ れ7,655円と15,250円に な る 。 も ち ろ ん この ほ か に 道 府
(2)大 蔵 省主税 局 「地方 税制主要参考 資*1集」(昭 和33年6月),P・44.
(3)伝 え られ るところで は,北 海道 ては,明 年度 よ り地 方税法本 文方式へ完 全移
行 のため,移 行 措置 と して基礎控 除 のほか に,扶 養控除 もお こな うよ うにな った
地方 自治体が,,144市町 村 あ るとい う。(北 油道新 聞 昭 和39年9月5口 付).
(4)税 制調査会 「税 制に 関す る意見調査参 考資料(謄 写刷)」(昭 和38年7月),
pp.100～1.
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県民税 と市町村民税の均等割 も払わな くてはならない。第1表 で所得税 と住
民税の課税所得にたいす る税率 と均等割税額を しめ しておいた。ただ し後述
す るように所得税は課税所得100万円以下の場合,簡 易税額表にあてはめて
税額を求めるのが通例である。 これによると第1表 で しめ した一般の税率 よ
り,所得によっては100円ない し200円ほ ど安 くなるところもある。
第1表 税 率
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現行の所得税は,個 人に帰属す る各種の所得を合計 して課税する,総 合所
ボらラ
得税を原則 と してい る。 住民税 も前年 の総所 得を課税物件 と してい るけれ ど
も,こ の原則 を所得税 よ りも堅 く守 っている。 したが って個人所得税 を問題
とす るか ぎ り,こ の二つ を別個 の もの と考 える ことはで きない。 ところで個
人所 得を 総合課税す るにあ た って,各 種 の 所得か ら必要経費permissible
deduction(この控 除に は税務当局が認めた証 明が必要であ る),あ るいは
控 除一allowance(この控除には特定 の証 明はい らない)を 引 いて,課 税原準
での
taxbaseを求 めな くてはな らない。い ま昭和37年分 につ いて 源泉徴収 され
た所得種類別所 得金 額な らびに所得税額 を掲げ ると第2表 の よ うに なってい
第2表 所 得 種 類 別 表
一 源泉所得税(昭 和37年分)一
区 分1所 得 側 構成比 暁 劉 構成比
胃弄F % 百万円 %
利 子 所 得 30L795 3.2 30,135 7.2
配 当 所 得 493,876 5.3 49,388 11.8
給 与 所 得 7,965,84685.6 304,082 71.9
退 職 所 得 218,350 2.2 7,403 1.7
事 業 等 所 得 282β38 3.0 21,111 5.0
非 居 住 者 分 61,002 0.7 7,910 1.9
計 9,323,702100.0 420,029 100.0
大蔵省主税局 「税制主要参考資料集」(昭 和39年2月),p・46.
る。一見 して明 らか な よ うに,給 与所得 は所 得額の86%,税 額 の71.9%とい
う圧倒 的 な ウエイ トをみせ てい る。 同 じよ うに源泉徴収 お よび申告納税 をふ
くめた所得業種別納税人員を若干の年 を選 んで しめす と第3表 の よ うにな っ
てい る。所得税納税人員 の構成 で も給与所得者 は他 を圧 してい る。 この事 実
(5)た だ し現 行 で は,退 職所 得 と山林 所 得(所 得 税 法 第9条 第1項),お よび 租
税 特 別 措 置 法 に よ って利 子 所 得(同 法 第3条)と 証 券 投 資信 託 の収 益 の 分 配 に 係
る配 当 所 得(同 法 第8条 の2)は,他 の所 得 と合 計 せ ず,分 離 課 税 で あ る。
(6)AlanWilliams,PztblicFinanceα認BuclgetaryPolicツ(London:Allen
&Unwin,1963),p.59.
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第3表 業種別所得者数と納税人員
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大 蔵省 主税 局 「税制 主要参考 資料集 』(昭 和39年2月),P・29.
は給与所得が農業所得や商工業所得 よりも所得の捕捉が易 しいこと,言 葉を
換えると源泉徴収制度のすぼ らしい効率を しめす ものである。注意 しておき
たいことは,税 額や納税者の ウエイ トについて給与所得税が断然他を圧 して
いるか らといって,利 子所得 ・配当所得 ・事業所得などについては問題がな
い とい うのでは決 してない。課税の公平は所得種別間におけ る相対的地位の
平等 な とり扱 いを要求 してい るか ら,ウ エイ トだけでは この問題は判断 で き
ない。 ともあれ,こ こでは給与所得の所得税に しめる地位を概観す るに止め
て お きた い 。
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聾 累進税 と累進度の定義
以上によって,個 人所得税が現在わが国の国税および地方税において,給
与所得者をもっとも広範囲に して確実な収入源 としていること,お よび現行
の個人所得税が累進課税に よって個人所得の成長率以上に税収の成長率を も
たらす背景が理解で きた と思 う。そ こで これか ら給与所得税の累進度は どう
なっているかの検討に進 もう。累進税の定義 と累進度の測定方法は後述す る
ことに して,ま ず累進税の意義にふれてみたい。
累進税の根拠はい くつかの学説に よって主張されている。汐見三郎博士は
での
補償説 ・経済説 ・社会主義説 ・社会政策説の四つにまとめてお られる。 しか
しかな り合理的 ・客観的な装いをまとった学説であって も,そ の前提はきわ
めてナイーヴなものである。例 えば もっとも明確な形で表わされる限界均等
犠牲説に しても,所 得の限界効用逓減の仮設 と個人間における効用の比較可
能が前提 とされている。 この仮設に対 してはまだ決定的な反証がなされてい
ないようであるか ら,そ の限 りでは累進税の経済理論的根拠 として生 き延び
ているといえる。その他の諸説はいわぽ論者の価値判断にもとつ くものが多
く,そ の論証を歴史的 ・社会的条件に求めている。そ して今 日では課税の公
平の一面 としての,個 人間における所得規模の平等化すなわち所得の垂直的
公平を実現す るための手段 として役立つ ものとされている。
公平論的立場か らみた累進税 の意義に加えて,第2次 大戦中か ら戦後にか
けて累進税が見直された「つの理由は,国 民所得水準を安定化 させ る制度的
要因 としての,累 進税の機能であった。いわゆ るピル トイ ソ・スタビライザ
ーの役割がそれである。租税収入の所得弾力性が1以 上であれば,所 得の変
動以上に税収が変動 し経済の安定に役立つはずである。 もっともこの考え方
は,比 較静学に もとつ くものであ り,動学的背景のもとでは必ず しも安定化
(7)汐 見三郎著 『租税論(改 訂版)」(有 斐閣,昭 和23年),pp・82-83.
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(8)
要因 とはな らない。
垂直的公平を推進す る手段 としての累進税 と,経 済変動の制度的安定要因
としての累進税 とは,限 界消費性向の安定性を前提 とすれぽ,そ の 役割に
矛盾はないであろう。 ところで累進税 とはつぎのように定義 され る。いま税
額Tが 所得Yの 関数であるとす る。そのとき平均税率が所得の変化につれて
(9)
どの よ うに変 化す るかをみ よ う。す なわ ち,I
T・-f(Y),平均税率(の ノ 鈴 限界税率(〆)審 イ(y) .
孟{攣}「 憂伽 玲イ(め}
一歩{働 一一響}
一÷(〆一の
い まy>0な る範 囲について,
〆〉'の とき租税関数は累進 的,
〆='〃 比例 的,
〆<彦 ?? 逆進的。
(8)Built-inStabilizerの 理 論 的 ・実 証 的 研 究 は 数 が 多 い 。
静 学 的 セ ッ テ ィ ン グ に お け る も の と し て は,
RA.Musgrave&M,H.Mlller,"Built-inFlexibility,"AmericanEconomic
Review(Mar.1948),reprintedinReadingsinFiscalPolicy(London:
Allen&Unwin,1955),pp.379-386.
ECaryBrown,``TheStaticTheoryofAutoma七icFiscalS七abilization,"
ノoumalofpoliticalEcononzOr,Vo】・LXIII,No5(Oct・1955),PP、427-440."
P.H.Pearse,``Automa七1cStabiliza七ionand七heBri七ishTaxesonIncome,"
RevieeqofEconomicStudies,Vol.XXIX(2),No.79(Feb.1962),
pp.124-139.
動 学 的 セ ッ テ ィ ン グ に お け る も の と し て は,
A.T.Peacock,'`Built-inFlexibilityandEconomicGrowth,"G.Bomback
(hrsg.),StabilePreiseinωachsenderWiTtschaft(T茸bingen:J。C.B.Mohr,
1960),PP・207-218.
D.J.Smyth,``Can`AutomaticS七abilizers'BeDestabilizing?"Public
Finance,Vol・XVII1,No・3-4(1963),PP・357-363.
(9)R・A・Musgrave&T・Thin,`'lncomeTaxProgression,1929-48,"
ノournalofPoliticalEconomy・Vol・LVI,No・6(Dec・1948)・PP・498-514,
'
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すなわち累進税 とは所得のどの水準において も,平均税率 より限界税率が高
い租税をい う。 この一般的な累進税の定義を満た しなが らも累進度をあ らわ
く　
す方式 はい くつかあ る。そ の方式 の どれを とるかに よって累進度 に相違がで
て くる。 したが って累進形態 の表示 は,用 い られた測定 方式 の もとにおい て
のみ比較可能 であ る。 本稿ではR.A.マ ス グ レイヴに よって 税 負担累進度
Liabilityprogressionと名づけ られた方式 を とった。 この方式 は所得の成 長
率 にた いす る税額 の成 長率 の比率あ るいは税 負担 の所得弾力性 であ らわ され
る。す なわ ち,T。が所 得水準y6の ときの税額 とす ると,discreteformでは
学/早 あるいは早 ・義 あるし・は㌘.
continuousformで は
撃 Σ・鳶 あるいは際 翌 ÷ ・
こ の 方 式 で は τ>1の と き税 負 担 は 累 進 的,
τ=1〃 比 例 的,
τ<1〃 逆 進 的,と な り,
(10)Ibid・では,拙稿本交で述べた租負担累進度のほかに,四 つの測定方式をあ
げ,それぞれについて,異時点にわたって累進度の所得階層間の変化を実証 して
いる。以下に測定方式を一覧表に して掲げよう。
累 進 度 の測定 方 式 定 義 羅 比例睡
平 均 税 率 累 進 度
averagerateprogression
脳 一脳1>。L。
賄一ybii
<0
限 界 税 率 累 進 度
marginalrateprogression
一一　 一一
乃 一丑 丑 一7b
-
y2-ylY1-yb
y2--y且
>0 =0 <0
手 取 り 所 得 累 進 度
residualincomeprogression
(Y1-Tl)二(逃二 昂 Σ.琉 _一一
陥 防一玲1<1
=1>1
し
実 効 累 進 度
effec七ivepTogression
※1[i
l>1rli<1
E』/Eか
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最初の一般的な定義 と完全に両立す る。上の式か らわかるように,税 負担累
進度はTとyと を両対数表であ らわ した とき,そ こに描かれる曲線の接線の
勾配を しめす。現行の累進税は最高の所得水準で も限界税率は100%以下で
ある。 第1表 で しめされる ように,所 得税 では 課税所得6,000万円 以上の
「部分」について75%(簡易税額表では課税所得6,000万円以上では75%を
乗 じた金額か ら910万2,000円をひいたものが税額)の 比例税になる。 したが
って τは1に 近づ く。
税負担累進度を採用 した理由は二つある。第一にこの計算をお こな うため
には所得階層別に平均税率および限界税率を予め計算 しておかな くてはな ら
ず,そ の二つを求めてお くと脚注に掲げておいたその他の累進度方式は,実
効累進度を除いて容易に計算 され るとい うこと。第二に税負担累進度はマク
ロ的表示 としての税収の所得弾力性 とまった く共通の方式であるか ら,税制
の ビル トイン・スタビリテ ィをどの所得階層,ど の世帯構成が一番強 く受け
ているかをあ らわす ものとなろ う。 この意味で税負担累進度は,税 収の所得
り 　ノ
弾力性のマイクロ ・ス コピックな基礎をあたえることになる。
以上の方式を,現 行の所得税および住民税に適用 して累進度を計算 した意
図は大 きく分けて二つある。一つはこの二つの租税の構造を実態的に把握 し
たいと思った こと,二 つには,一 度あ る年 の累進度を計算 してお くと,過去
または将来における累進度の変化は,容 易に求め られ るであろ う,とい うこ
(11)厭 ら・劃 璽}一 魂{yノ・(Y)-f(嘆・であったから,
驚¥L1芝 ・,すなわち 緩 鐙 も
(12)大蔵 省主税局 の試算 に よる と,所 得税収 入 の国民総 生産に対す る弾 力性 は,
昭和37年度に おいて3.75,一般会計租税 お よび印紙収入 の国民総生産 に対 す る弾
力性 は,同 年 度 におい て1.90であ る とい う。 同局 「税 制主要参考 資料集 』(昭 和
39年2月),p・25.なお貝塚 啓 明,「 財 政 の景気安定 効果」 小宮 隆太郎 編 「戦
後 日木 の経 済成 長」 第10章所収(岩 波書店,昭 和38年12月),P・237以下に おい
てD・W・Lusller式を修正 して,自 動安定 化要 因を計 測 してい るq
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とである。第一の問題は,所 得課税がもっとも典型的な人税であ ることに よ
って,配 偶者控除や扶養控除などの人的控除,社 会保険料控除や生命保険料
控除などの社会政策的控除を,そ の租税構造のなかにふ くんでお り,それ ら
が最後に求められる税額に どのような影響を与えているか とい う問題であ 「
る。この問題は第1表 で しめた税法上の税率をとりあげても意味がない。給
与所得者が一年間に うけとる給与総額をベースとしたほ うが,所 得課税の構
く　の
造を検討す るのに適 している。第二の問題は今後に残 こされた作業になるけ
れ ども,異 時点にわた る累進度の比較をおこなってみると,所 得課税の減税
あるいは増税の効果が,所 得階層別にまた世帯別に明確になるであろ う。そ
のための第一段階 として,こ の稿では昭和39年における所得税 と住民税 とを
綜合 した累進度を求めておいた。
前述 したように住民税は居住者の住む府県 ・市町村で所得控除や税額控除
の規定が異なる。本稿は,北 海道小樽市に居住す る給与所得者をモデルとし
た。小樽市は地方税法の標準税率 な らびに諸控除規定に よって課税 してい
る。ただ し個人分均等割 は450円で,人 口5万 以上50万以下の市に対す る最
高制限税率550円以内である。
皿 累 進 度 計 算 の 手 続 き
累進度の測定をできるだけ実態に近づけ るため,つ ぎのような手続 きをと
った。ここに給与所得 とは,所 得税法第9条 第1項 第5号 に規定 されている
(13)伝え られ るところでは,大 蔵 省主税局 では来年度 の減税 案 として,給 与所 得
控除 ・基礎控除 を引 き上 げ るほか,年 間 の課税 所得300万円 まで の所 得税 累進度
の緩和 を考慮 中 とい う(朝 日新 聞 昭和39年8月16日付)。
(14)RW・Lindholmは,所得階層別 の連邦 所 得税 平均負担 率 を 異時点間 で,
比較 して累進 度を測定 してい るが,そ の際 「純所 得」,す なわ ち調整粗所 得
adjustedgrossincomeから調整粗所 得 の10%を引いた もの,も しくは,1,000
ドルを こえない 金額 を引いた ものを分母 とす る。 ア メ リカの連 邦所 得税 とわが 国
の所得税 の規定 の差異 は,こ こではふれ ない。"DegreeofProgression:The
IncomeTax,"AmericanEconomicReview,Vol.XLIV,No.4(Sept.1954)、
pp.617-626,
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ように 「俸給,給 料,賃 金,歳 費,年 金,恩 給及び賞与並びに これ らの性質
を有する給与」をさす。旅費は非課税所得であ る。周知のように税額は以下
のように して求め られ る。
一 一{給与総雛 繍 灘:笙灘 購:軽難 縢1
医照 撒.損 害保険料控除.鞭 雛1
×税率一税額控除
この諸控除のなかで雑損控除 と医療費控除とは,控 除申告の発生が異常な事
態にもとついているとい う理由とその統計資料が得 られないとい うことのた
めに無視 しておいた。今年度か ら新 しく実施 された損害保険料控除も過去に
おける資料がないか ら除いた。税額控除には障害者控除 ・老年者控除 ・寡婦
控除 ・勤労学生控除があ り所得税では定額6,000円,道府県民税は定額1,000
円であるが,こ れ も除いた。ただ し住民税の計算のために対象 とした北海道
民税には,・前年に5万 円以下の所得 しかなか った配偶者があれば,税 額控除
として240円がひかれ,ま た年令15才以上の扶養親族1人 につ き240円の扶
養親族税額控除があ るので,こ の分は第8表 以下の計算では控除 してある。
なおここで計算 した給与所得者は所得の全額を給与 としたか ら配当所得控除
はないものとしてい る。その他の控除は第4表 に掲げておいた。 このなかで
所得税の給与所得控除は,「昭和39年分年末調整のための簡易税額表の附表」
によって,給 与金額ごとに 直ちに求められる。 道民税 および小樽市 民税で
は,給 与所得控除の速算表 も簡易税額表 も作成 しておらず,給 与所得者一人
一人について課税所得の階層別に第1表 の超過累進税率にもとついて計算 し
ている.とのことであるか ら,本稿で もそれに従 った。
つぎに問題になるのは社会保険料控除と生命保険料控除であ る。 この二つ
の控除額が納税者の所得階層別および世帯構成別でどれ ぐらいになっている
かをみ るために,入 手 しうる限 りもっとも新 しい資料 として,国 税庁 『昭和
37年分民間給与実態調査結果表』を利用 した。 この調査は,日 雇労務者 ・国
家公務員 ・地方公務員 ・駐留軍関係従業員および免税点以下の給与所得者を
一50一 商 学 討 究 第15巻 第3号
第4表 所得税と住民税個人分の控除一覧表
( )内は平年分
1所 得 税 道府県民税および市民税(共通)一一 一 一 一 一
給与年額(Y)が, 給与年額(Y)が
給 イ.Y<417,500円(420,000円)の と き イ.Y<410,000円 の と き
(Y-17,500円)×2/1。+17,500円 (Y-10,000円)×2/、・
与 ロ.417,000円くY<717,500円 の と き +10,000円
所
(420。000円)(820,000円)
ロ,410,000円くY<710,000円
の と き
(Y-417,000円)×1/1。+97,5∞円 (Y-410,000円)×1/・
得 (420,000円)(100,000円) +90,000円
ハ .717,500円くY<817,500円 の と き ハ.Y>710,000円 の と き
控 (Y--717,500円)×o・75/10 120,000円
+127,500円
除 二.Y>817 ,500円(820,000円)のと き
137,500円(140,000円)
ヨ
社保控
}
険 支払社会保険料全額 支払社会保険料全額
会料除 __一_・_
生 生命保険料(L)が
一一一一
生命保険料(L)が
命 イ.L<18,800円(20,000円)の と き イ.L<15,000円 の と き
保 全額 全額
険 ロ.18,800円くL<50,000円 の と き ロ.15.000円くL<30,000円 のとぎ
料 L/2+9,400円(10,000円) L/2+7,500円
控
除
ハ.L>50 ,㎜ 円 の と き
34,400円
ハ.L>30 ,000円の と き
22,500円
『 一一 ■ 一
配控
偶 108,800円(110,000円) イ.扶 養親族1人 目70,000円
者除
ロ.〃2人 目以 上30,000円
配偶者控除をうけたとき
扶
養
控
イ.15才以上 の扶養 親族50,000円
・・編 盤 〃
(46,300円50,000円)
i道
Il.配 偶 者240円
税2 .15才以上 の扶 養 親 族
除
ハ .13才未 満 の 〃38,800円
(40,000円)
控
除
240円
基控
礎除 117,500円(120,000円) 90,000円
所得税海箏11条の4以下 地方税法第32条以下わよび310条以下
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調査対象か ら除いているが,1,759万人の民間企業に雇われている給与所得
者を対象 としているか ら,給与所得者の実態を知るためには適当な資料であ
ると思 う。いま昭和37年に年末調整を行なった1年 以上の勤続者1,388万人
について,扶 養人員別に給与所得者が支払った税額お よび社会保険料 ・生命
保険料控除人員をまとめると,第5表 の ようになる。 この うち社会保険料控
第5表 給与所得者の扶養人員別控除額の構成
扶
養
1年以上勤続者
(A)
税 額(
B)
社会保険料控除
(C)
生命保険料控除
(D)
人
員 人 員解 闇 金 額階 隆騨人 員 謄 ・/A人 員 囎 ・/A一 一 一 一 一 一
人
0
1
2
7,222β塗152.。52.。
1
1,438,882
1,721,614
%1
110.4
12.4
%
1
62.4
74.8
百万 円
54,102
27,169
37,706
%1%
622.22.
1
11.1
15.5
6
33.7
49.2
人
6,369,178
1,298,965
1,585,667
15。考188.誓
1。.3』。.31
12,692.1
人
1,505,030
702・426112・748・8
1,020,89618.
%
27.1
4
%
20.8
59.3
3 1,305,40913.087.8 55,72623.072.21,732,90513.796.01,211,01421.867.0
4 1,070,34g7.795.5 42,94417.789.91,031,185.296.3 716,82713.062.C
5 445,4163.398.8 17,9457.497.3 434,0653.497.6 279,3875.062.7
6 139,6181.099.8 5,4212.299.5 132,7581.195.0 92,0241.766.C
7 29,3250.2100 1,2540.5100 28,2250.296.4 16,6150.356.6
8以上 7,1360.0100 3270.0 100 6,7860.095.0 3,7660.052.8
計 13,880,073100 24・・6・21・・112・619・7341・ ・【9・9/・547・9831・・i39・9
国税庁 「昭和37年分民間給与実態調査結果表」(昭和38年),P・61以下より。
除人員 は源泉分 と申告分を合計 してあ る。 この表か らわか ることは,1年 以
上勤続者 の52%は扶養者が いない。 この ことは独 身者が多 い ことを予想 させ
るが,夫 婦 とも稼 ぎの者 も含 まれ るため,一 概 に断定 で きない。1人 の給与
者 あた り扶養人 員は,平 均2.6人であ った。勤続者 の構成比 をみ ると扶養者
4人 までで95・5%をしめてい る。扶養者4人 の給与所得者 は全体 の ウエイ ト
として7・7%で あ るが,税 額 の ウエイ トでは17.7%で,重要 な世帯 であ る。
所 得階層別 に扶養者 をみ ると,年 間給与30万円以下 では扶養者がい ない者が
80・5%であ る。 いっぽ う年 間給与50万円を超え る階層 では90%以上 の者が抹
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養者を抱 えている。
社会保険料控除は90.9%の者が 控除 を うけてお り,1人 あた り控除額は
14,100円となっている。生命保険料控除は全体の39・9%がその適用を うけて
お り,1人 あた り控除額は17,000円であった。 この二つの控除が,納 税者の
所得階層別に どれだけであるかをみるために,1年 以上の勤続者か ら1年 以
上の勤続者で失格者 となった人員を引いて納税者を求め,こ の値を もって同
じく1年以上の勤続者の社会保険料控除および生命保険料控除額か ら失格者
分の二つの控除を引いえた納税者分の両控除額を割 ってみた。その結果が第
6表の扶養者別納税者一人あた りの社会保険料および生命保険料支払額であ
る。 この表をみ ると,扶 養者別の縦欄で所得階層の上が るにつれて,両 支払
(15)
額が漸増 している。 しか し所得別支払率は逓減 している。 また横欄をみ ると
第6表 扶養者別納税者1人あたりの
社会保険料および生命保険料支払額(単 位:円)
毎
一 一一
10万以上
15万木満
20〃
25〃
30〃
40〃
50〃
70〃
100〃
200〃
0人 1人 2人 3人 4人
社 保1生 保 社 保1生 保
一 一 曹一雫,　 　 一一}一 一
1--
1
ニ
ー
15,230
16,667
18,641
22,132
24,215
社 保 生 保
一 一 一 一 一_
1
社 保1生 保
一 一 一 一
繍
9,928
12,993
16,463
19,296
24,459
31,376
一一 一
6,707
9,731
10,915
11,287
　12
,400
13,772
15,612
19,332
23,388
社 保}生 保
一　 一 「 一 一一一 一
1:llll
13,431
12,566
1
14.16斗1
17,719
21,602
26,020
29,311
1-1
ヤll
l2,,6、,13:45J
l3,457114,96gl
15,73118,。,41
17,・8!21,5181
20,85126,30
22,37630,451
一
一一}
F一
『
22,410
6,834
30,845
一
一
一 」
,1
-
1
18,188
1
}1:!器
21,770
一 一 一 一
一
}『
一
一 幽
i
蝿 　::ll　7,999
22,829
27,319
24・02『30・718
一}一_
一
一
一
『
-
20,015
22,351
24,750
国税庁,前 掲資料より作成
社保:社 会保険料支払額
生保:生 命保険料支払額
(15)大蔵省主税局による給与所得税負担額の算定には,以 下のような社会保険料
の支払率を,昭和36年以降について適用 している。 しかし独身者 も夫婦者も夫婦
子輿3人 も一率に以下の率を用いているのは問踵である。因みに,独身者のみに 率
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同 じ所得階層では扶養者の増加につれて両支払額が増加 してゆ くことが よみ
とれ る。厳密にい うと1年 以上の勤続者であって,失 格者 となった人員のな
かには,年 末調整を行なわなかった者 も若干ふ くんでお り,ベ ースが共通 し
ないけれ ども,幸 いなことに所得階層が高 くなるにつれて,ま た扶養者が増
加す るに ともなって,失 格者は減少す る。 したがって第6表 で しめ した扶養
者別 ・所得階層別にみた納税者一人あた りの支払い額は,ほ ぼ実際に近いと
みてよかろ う。 『民間給与実態調査結果表』では,第6表 で しめ した所得階
層区分のほかに低所得層で5万 円未満 と8万 円未満の二層,高 所得層で500
万円未満 と500万円以上の二層が記載 されているが,前 者の階層は課税最低
限内にあ り,後者の階層は給与所得者 として ウエイ トは無視 しう乙ものとな
り,当面の問題 とはしなかった。また第6表 の所得階層 と第7表 か ら第11表
にわたる納税者の所得階層 とでは区分が異なるが,第6表 でえた一人あた り
社会保険料控除額 ・生命保険料控除を基礎 として階層間では線形的に控除額
が上昇するもの と仮定 して給与額か ら引いておいた。
以上のような手続きと仮定をおいたのち,第5表 でえられた扶養者別給与
所得の構成比をみると扶養者4人 までで95.5%をしめているので,累 進度の
計算には世帯構成を独身者か ら配偶者 と子供3人 をふ くむ5つ のケースを対
象 とした。また第5表 によると社会保険料控除を うけた者は全体の90.9%oあ
って,こ の分はすべての ケースについて控除 した。 生命保険料控除を うけ
た者は全体で39・9%であ り,扶 養人員の 増加にともなって増加 して はいる
が,生 命保険料控除を完全に無視す ることはで きないので,第7表 か ら第11
表 までの5つ の ケースについて,A表 を生命保険に加入 してお らず,し たが
*つ いて,私の計算を掲げる。さらに,大蔵省の資料では,生命保険料控除を考慮
していない。前掲資料集,P・31,
所 得 階 層(万 円以下) 40 50 70 100 200 500 500超
(大蔵省)社保支払率(%) 3.96 3.88 3.69 3.19 2.23 1.063万円
独身者社 保支払率(%) 3.86 3.72 3.37 2.80 2.35 0.64 0.30
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って生命 保険料控 除は ゼ ロとし,B表 を 生命 保険料を 支払 ってい る者 とし
た。 このため税額 ・平均税率 ・限界税率お よび税 負担 の所得弾力性 の計算は
10のケースにな った。
なお 第7表 以下 において 所得 階層 を5万 円 きざみ と したのは,一 つには
conventionalな判断 に もとつ くもの で あ り,二 つには5万 円以下,た とえ
ば1万 円 きざみに とってみ る と簡 易税 額表 では税額 に小額 の変 化 しか現われ
ないか らで ある。 これは税額表が 階段状 の不連続 な租税関数 とな ってい るた
めであ り,こ のため平均税率は上昇傾 向を しめす が,限 界税率 は波 を描 きな
が ら上昇す るパ ター ソとな る。そ の結果,累 進度 も波 を描 きなが ら下降す る
ことに な る。 この よ うに小 さな区分 では租税構造をつかむ のにあ ま り好都合
では ない。
IV観 察 事 項
以上の手続 きをへて計算 した結果が,第7-A表 以下に掲げたものであ
る。 計測の過程は単純 な算術の くり返 しにす ぎない。 第1節 でのべたよう
に,今 後に予定 されている累進度の異時点間に おける変化 を測定す るため
に,各 ケースとも繁雑なきらいはあるが,生 の数字をのせておいた。
いま計算 した税負担累進度または税負担の所得弧弾力性の うち,独 身者 ・
夫婦者および夫婦 と子供2人 の三 ケース それぞれ社会保険料控除の適用
は うけてい るが,生 命保険料控除はないものとしてい る一 を選んで,グ ラ
フで表わ した ものが第1図 である。 さてこのグラフと第7-A表 以下の数字
をみなが ら,所 得税 と住民税の構造について,い くつかの観察事項をのべて
み よう。
1・平均税率(t)は,どのケースをみて も一一様に上昇 している。所得税 と
住民税 とを合計 した総合負担分の ≠か ら,所 得税の 彦を所得階層 ごとに引 く
と,住 民税の平均税率がえられ るが,こ れ も一様に増加 している。
2・限界税率(の は,必 ずしも一様に上昇 しているとはいえない。 この原
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第1図 所 得 税 の 累 進 度?
?
?
給与年額203040.gtl・7{〕8`)901c)`}.11012013014015G万円
各世帯 とも,生命保険料控除をうけていないものとする。
因は 所 得税額 を 算 出す るために 用 いた,年 末調整の ための 簡 易税 額表に あ
る。税額表 は課税所得額 ごとに税額を しめ した ものであ るが,第1表 の よ う
な超過累進税率 に忠実で あれば,≠'に谷がで きる とい うこ とは ない。 い ま税
額表の 構成 をみ ると,課 税所 得 にたいす る税額 の 増加は,階 段状 の不連続
な関数 とな っている。そのため極 端な場合,例 えぽ課税所得804,999円か ら
805・000円に,1円 あが る と税金 は1,250円上が る。805,000円か ら5,000円未
満 の増加分につい ては1,250円の税 額の増加 で止ま り,そ の分の限界税率は'
25%であ る。 この税率は第1表 で しめ した一般 の税率 に一 致す るわけで ある
が,段 階 の高 い端に到 るまでは,限 界 税率 は25%よ りつね に大であ る。 この
ことが給与所得 を5万 円 とい うか な り大 巾な階層区分に とった ときに も,一
様でない限界税率 の上昇 とい う形で現われて くる。
住 民税につい ては,そ の よ うな ことは ない。 これは小樽市 当局が簡 易税額
表を使わず,一 般 の税率に もとついて計算 してい るためであ る。
3・ 平均税率 は一様に上昇 し,限 界 税率は一様ではない とはいえ,ど の所
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得階層でも限界税率 より平均税率は小である。 したが って所得税 と住民税は
累進税の定義に一致す る。
4・ 限界税率が一様な上昇を しめ さないため,税 負担累進度あるいは税収
の弧弾力性(τ)も一様な低下傾向を しめ さない。第1図 で掲げた三つの世帯
について τの動 きをみると,極立 った特徴 として,二 つあげ られる。一つは
τが山を描 きなが ら急速に下降 していること,二 つは独身者 と妻帯者 との間
の τの差異である。第一の点か らみると,ま ず課税所得に達 した瞬間,弾 力
性は最大である。そ してその値は扶養者が大 きくなるにつれて大 となる。 こ
のことは低所得層が強 く税の圧迫を うけていることを意味す る。第二の山は
独身者については50万円に くる。また夫婦者については60万円であ り,子供
が一人殖えるにつれ,5万 円のずれを ともなって山になる。そ してその山は
子供が増加 して も,低 くなることはない。5万 円のずれは,扶 養控除額にほ
ぼ等 しい し,独 身老か ら夫婦者に変わ ったときのずれは,配 偶者控除にほぼ
等しい。 とれは独身者 と妻帯者の τの レベルの差異を説明 している。第三の
山は夫婦者について95万円であ り,子供が一人殖えるにつれ5万 円のずれ と
ともに山 になる。 これは第二の山の性質と同じで ある。 第三の山をすぎる
と,山 の高 さは小 さ くなる。 しか し独身者の τは100万円前後で早 く2を割
るのにたい して,夫 婦者以上では高い所得にな らないと,な かなか2を 割 ら
ない。 このことは妻帯者の中堅所得層が,低 所得層に次いで圧迫を うけてい
ることを しめす し 子供の存在は必ず しもτの低下を もたらす とは限 らない。
6・所得税に加えて住民税がかかって くると,弾 力性は どの世帯,ど の所
得階層でも一様に低下す る。 とくに τの低下の度合は低所得に顕著であ り,
75万以上の所得ではそれほ ど大ではな く,0・07から0・25の範囲内にある。住
民税に よって,累 進度が低下す るのは,平 均税率の増加分 よりも,限 界税率
の増加分が小 さいか らであ り,こ のことは市民税の累進税率が2%を 初期値
として,1%と い う小巾な上昇に止まっているか らである。 しか し所得税の
免税点以下であっても,住 民税がかかって くるし,均 等割の550円は,住 民
走
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税所得割を納めない所得層に とっては,逆 進的負担をしめす。
7.以 上の観察事項か らつぎの ようにいえる。第一に,税 務当局は平均税
率の一様な上昇を累進税の構造と考えてい るように見える。平均税率が上昇
していると,24ページ注(10)でしめ した平均 税率累進度 にもとつ く累進
税の構造に妥当す る。 しか し限界税率累進度では,マ イナスの値がでて くる
所得層があり,こ の定義のもとでは累進税ではない部分がふ くまれ る。平均
税率累進度によって所得課税の構造を考えているか どうかは不明であるが,
む しろ私には税金の絶対額が所得 とともに増加 してゆ くとい う,累進課税の
「結果」のほ うを重視 しているように思える。
第二に,こ のように思えるのはなん といっても限界税率に非一様性がある
か らである。 このことは源泉徴収 とい うすば らしく高い税収の効率を保持 し
ている制度の問題で もある。なぜな ら,源泉徴収を実際に担当 してい る会社
や事務所の会計係は,も し源泉徴収税額表をもちいず,い ちいち第1表 の超
過累進税率をもちいて税額を計算 していたのでは,ま った く本来の業務にた
ず さわ る余裕が な くなるで あろ う。 そのことが税額表 とい う便利では ある
が,限 界税率についてはあまり多 くを問題 としない便利 さを,納 税者に適用
していることになってい る。はた して限界税率は問題 としな くてもよいので
あろ うか。
第三に,わ れわれは 「税負担」 とい う概念をどのような内容 と指標にもと
ついて考えな くてはな らぬか,と い う問題である。 これまでの給与所得減税
は,主 として所得控除の引きあげ とい うタイプの もので,現 行の税率は昭和
37年い らい適用 されている。 この方式の減税でさえ納税者は増加 しているの
(16)
は,こ こで問わない として も,課 税最低限の引 きあげ とい うことで税負担の
問題 を回避 しては な らないであろ う。 これ までみ てきた よ うに,税 負担の弾
(16)所得税 免税点 の分析 につ いては,藤 佃 晴 「わが国所得税 におけ る免税点 の動
向」r大 阪大 学経済学」 第13巻 第3・4号(昭 和39年3月)PP・235～254を参 照
され たい。
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力性 は,税 負担 の問題を考 え るための一つ の要 因 となって もよい と思 う。 な
ぜ な ら,も し課税 の公平が犠 牲の平等にあ るな らば,な ん らかの犠牲 の平等
の定義 に したが って,所 得の限 界効用 の逓減度 と租税の累進 度 とは,一 義的
な関係におかれ るはずの ものであ るか ら。
(39●9●29)
第7-A表 以下の記号は、つぎのことをしめす。
丑一所得税額
乃一道民税および小樽市民税額(所得割および均等割をふ くむ)の 合計
'一平均税率
≠ノ『限界税率
r=t,/七・税負担累進度あるいは税負担の所得弧弾力性
△表一生命保険料を支払っていない世帯
8表一生命保険料を支払っている世帯
魯
」、
給 与 所 得 税 の 累 進 度 (早見)
、
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第7-△ 表 独 身 者
1所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
所得額
T1 ≠ μ τ 乃 醤 丁 ' レ' τ
万円 円 % % 円 円 %1駅
15 『 『 一 一 1,200 1,200 0.80 1.30 1.63
20 1,720 0.86 3.44 4.oo 2,750 4,470 2.24 6.54 2.93、
25 4,800 1.92 φ.16 3.21 4,290 9,090 3.64 9.24 2.54
30 7,840 2.55 6.08 2.39 5,830 13,670 4.56 9.16 2.01
35 11,6003.31 7.52 2.27 7,570 19,170 5.48 11.00 2.01
40 15,4003.85 7.60 1.97 9,500 24,900 6.2311.46 1.84
45 20,4004.53 10.00 2.21 11,610 32,010 7.1114.25 2.00
50 26,700 5.3412.60 2.36 13,770 40,470 8.0916.95 2.09
55 33,4506.08 13.50 2.22 15,990 49,440 8.9917.95 2.00
60 40,200 6.70 13.50 2.01 18,200 58,400 9.73 17.92 1.84
65 46,500 7.15 12.60 1.76 20,690 67,19010.3417.58 1.70
70 53,1007.59 13.20 1.74 23,350 76,45010.9218.52 1.70
75 60,300 8.04 14.40 1.79 26,230 86,53011.5420.16 1.75
80 68,200 8.53 15.80 1.85 29,180 97,38012.1721.70 1.78
85 77,8009.15 19.20 2.10 32,130109,93012.9325.10 1.94
90 87,4009.71 19.20 1.98 35,080122,48013.6125.10 1.84
95 97,00010.2119.20 1.88 38,190135,19014.2325.42 1.79
100 107,00010.7020.00 1.87 41,630148,63014.8626.88 1.81
1
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第7--B表 独 身 者
所得額
所 得 税
T, 1彦 1t・1・
万円
15
20
/
25
30
35
401
45
50
55
60
65
70
75
80
85
円
920
3,920
6,960
10,400
14,200
18,300
24,900
31,200
37,950
44,700
50,700
57,900
65,000
74,600
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
%
1.84
6.00
6.08
6.88
7.60
8.02
13.20
12.60
13.50
13.50
12.00
14.40
14,20
19.20
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
住 民 税 負 担 合 計 分
ΣT 1,1〆1 τ
円
1,030
2,360
3,850
5,370
6,980
8,880
10,950
13,080
15,270
17,470
19,780
22,420
25,300
28,230
31,150
円
1,030
3,280
7,770
12,330
17,380
23,080
29,250
37,980
46,470
55,420
64,480
73,120
83,200
93,230
105,750
%
0.69
1.64
3.11
4.11
4.97
5.77
6.50
7.60
8.45
9.24
9.92
10.45
11.09
11.65
12.44
%
0.93
5.50
8.98
9.12
10.10
11.40
12.34
17.46
16.98
17,90
18.12
17.28
20.16
20.06
25.04
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
90 84,200 9.3619.20 2.05 34,090118,29013.1225.08 1.91
95 94,000 9.89 19.60 1.98 37,020131,020 13.7925.46 1.85
100 103,00010.3018.00 1.75 40,460143,46014.3524.88 1.73
鯛
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第8-A表 夫 婦 者
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所得額
所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
T1 ≠ レ' レ 既 ΣT レ1 fノ レ??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
円
2,080
5.200
8,600
13,000
17,400
23,550
30,300
36,600
43,350
50,100
57,300
65,800
75,400
85,000
95,000
105,000
115,000
124,250
136,750
149,250
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
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?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
円
2,680
6,330
11,020
16,410
22,970
29,570
37,920
46,870
55,370
65,010
74,720
84,870
96,330
108,880
121,440
134,830
148,280
161,720
174,430
190,380
206,320
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
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?
?
?
?
?
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第8-B表 夫 婦 者
所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
所得額
須 彦 〆 τ 乃 ΣT ' 〆 τ
万円
30
円
一
%
一
%1
一 一
円
2,170
円
2,170
%
0.72
%
3.24 4.48
35 1,040 0.30 2.08 7.00 3,730 4,770 1.36 5.20 3.82
40 4,080 1.02 6.08 5.96 5,280 9,760 2.44 9.98 4.09
45 7,200 1.60 6.24 3.90 7,080 14,280 3.17 9.04 2.85
50 11,400 2.28 8.40 3.68 9,200 20,600 4.12 12.64 3.07
55 15,800 2.87 8.80 3.06 11,390 27,190 4.9413.18 2.67
60 20,850 3.4810.10 2.91 13,590 34,440 5.7414.50 2.53
65 27,600 4.2513.50 3.18 15,780 43,380 6.6717.88 2.68
70 34,350 4.9113.50 2.75 17,860 52,210 7.4617.66 2.37
75 40,650 5.4212.60 2.32 20,630 61,280 8.17 18.14 2.22
80 47,700 5.9614.10 2.36 23,600 71,300 8.9120.04 2.25
85 54,300 6.39 13.20 2.07 26,540 80,840 9.51 19.08 2.00
90 62,100 6.90 15.60 2.26 29,470 91,57010.1721.46 2.11
95 71,400 7.5218.60 2.48 32,410103,81010.9324.48 2.24
100 81,000 8.10 19.20 2.37 35,350116,35011.6425.08 2.16
105 91,000 8.6720.00 2.31 38,550129,55012.3426.40 2.14
110 100,0009.0918.00 1.98 42,000142,00012.9124.90 1.93
115 110,0009.5720.00 2.09 45,400 155.4・00 13.5126.80 1.98
120 120,00010.0020.00 2.00 48,830168,83014.0726.86 1.91
125 130,50010.4420.10 1.93 52,250182,75014.6227.84 1.90
130 143,00011.0025.00 2.27 55,680198,68015.2831.86 2.08
給 与 所 得 税 の 累 進 度
第9-A表
(早見)
夫 婦 と 子 供1人
63
所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
所得御
1 η ' 渉' τ T2 ΣT ' 〆 τ
万円 円 % % 円 円 % %
35 一 一 一 『 3,010 3,010 0.86 3.12 3.63
40 2,040 0.51 4.08 8.00 4,590 6,630 1.66 7.24 4.37
45 5,280 1.17 6.48 5.52 6,290 11,570 2.57 9.88 3.84
50 9,000 1.80 7.44 4.13 8,450 17,450 3.491L62 3.33
55 13,400 2.44 8.80 3.61 10,660 24,060 4.37 13.22 3.02
60 17,800 2.97 8.80 2.97 12,870 30,670 5.1113.22
門
2.59
65 24,450 3.7613.30 3.54 15,070 39,520 6.08 17.70 2.91
70 30,750 4.39 12.60 2.87 17,280 48,030 6.8717.02 2.48
75 37,500 5.0013.5012.70 19,860 57,360 7.6518.66 2.44
80 44,700 5.5914.40 2.58 22,810 67,510 8.4420.30 2.41
85 51,300 6.0413.20 2.18 25,770 77,070 9.07 19.12 2.11
90 59,100 6.5715.60 2.38 28,720 87,820 9.7621.50 2.20
95 67,400 7.0916.60 2.34 31,670 99,07010.4322.50 2.16
100 77,000 7.7019.20 2.49 34,620111,62011.1625.10 2.25
105 87,400 8.3220.80 2.50 37,740125,14011.9227.04 2.27
110 97,000 8.8219.20 2.18 41,230138,23012.5726.18 2.08
115 107,000
剛
9.3020.00 2.15 44,650151,65013.1926.84 2.04
120 117,0009.7520.00 2.05 48,200165,20013.7727.10 1.97
125 128,00010.2422.00 2.15 51,690179,69014.3828.98 2.02
130 140,50010.8125.00 2.31 55,190195,69015.0532.00 2.13
135 153,00011.33 25.00 2.21 58,780211,78015.6932.18 2.05
140 165,50011.8225.00 2.15 62,770228,27016.3132.98 2.02
145 178,43012.3125.86 2.10 66,750245,18016.9133.82 2.00
150 190,88012.7324.90 1.96 70,730261,61017.4432.86 1.88
子供1人 は,13才未満 と した。
一64一 商 学 討 究
第9-B表
第15巻 第3号
夫 婦 と 子 供1人
所得額
所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
ハ1 ≠ レ弓 τ 乃 ΣT
f
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子供1人 は,13才未満 と した。
、
亘
!給 与 所 得 税 の 累 進 度(早 見) 一65一
第10・一一・A表 夫 婦 と 子 供2人
所得額
所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
≠
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τ ΣT ・ レ ・ τ
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㌧
子供 は2人 とも13才未 満 とした。
一一66一 商 学 討 究 第15巻 第3号
第10-8表 夫 婦 と 子 供2人
所得額
7
所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
丑 ≠ グ τ 乃 ΣT ' 〆 τ
万円
40
45
50
55
60
65
70
75
80
85
90
95
100
105
110
115
120
125
130
135
140
145
150
155
160
円
一
680
4,240
7,680
12,000
16,400
22,200
28,950
35,70Q
42,450
50,100
57,300
65,000
75,400
85,000
95,000
105,000
115,000
125,500
138,000
149,250
161,750
175,340
187,750
200,180
%
-
0.15
0.85
1.40
2.00
2.52
3.17
3.86
4.46
4.99
5.57
6.03
6.50
7.18
7.73
8.26
8.75
9.20
9.62
10.22
10.66
11.16
11.69
12.11
12.51
%
-
0.14
7.12
6.88
8.64
8.80
11.60
13.50
13.50
13.50
15.30
14.40
15.50
20.80
19.20
20.00
20.00
20.00
20.10
25.00
22.50
25.00
27.18
24.82
24.86
一
〇.90
8.40
4.93
4.32
3.49
3.66
3.50
3.03
2.70
2.75
2.39
2.38
2.90
2.48
2.42
2.29
2.17
2.09
2.45
2.U
2.24
2.33
2.05
1.99
円
2,660
4,380
6,150
8,300
10,490
12,680
14,870
17,280
19,920
22,860
25,800
28,750
31,690
34,680
37,800
41,290
44,760
48,300
51,730
55,210
58,820
62,800
66,780
70,760
74,730
円
2,660
5,060
10,390
15,980
22,490
29,080
37,070
46,230
55,620
65,310
75,900
86,050
96,690
110,080
122,800
136,290
149,760
163,300
177,230
193,210
208,070
224,550
242,120
258,490
274,910
%
0.67
1.12
2.08
2.91
3.75
4.47
5.30
6.16
6.95
7.68
8.43
9.06
9.67
10.48
11.16
1L85
12.48
13.04
13.63
14.31
14.86
15.49
16.14
16.68
17.18
%
3.14
4.80
10.66
11.18
13.02
13.18
15.98
18.32
18.78
19.38
21.18
20.50
21.28
26.78
25.44
26.98
26.94
27.08
27.86
31.96
29.72
32.96
35.14
32.74
32.84
{
4.69
4.27
5.13
3.85
3.47
2.95
3.02
2.97
2.70
2.52
2.51
2.26
2.20
2.55
2.28
2.28
2.16
2.08
2.04
2.23
2.00
2.13
2.18
1.96
L91
I
I
:
「
1
1
,
1
}
b
F
I
子供 は2人 とも13才未 満 と した。
●
、
?
r給 与 所 得 税 の 累 進 度(早 見)
第11-A表 夫 婦 と 子 供3人
一67一
所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
所得額 '
ハ ' μ τ 乃 ΣT ' グ τ
万円 円 % % 円 円 % %
45 一 一 一 一 3,550 3,550 0.79 3.48 4.41
50 1,080 0.22 2.02 9.33 5,330 6,410 1.28 5.72 4.46
55 4,560 0.83 6.96 8.39 7,350 11,910 2.1711.00 5.08
ヒ
60
'
8,000 1.33 6.88 5.16 9,580 17,580 2.93 11.34・ 3.87
65 12,400 1.91 8.80 4.61 11,770 24,170 3.7213.18 3.54
70 17,000 2.43 9.20 3.79 13,970 30,970 4.42 13.60 3.07
75 23,100 3.0812.20 3.96 16,390 39,490 5.2717.04 3.24
80 29,850 3.7313.50 3.62 18,900 48,750 6.09 18.52 3.04
85 37,050 4.36 14.40 3.30 21,860 58,910 6.9320.32 2.93
90
'
44,250 4.92 14.40 2.93 24,810 69,060 7.6720.30 2.65
95 51,900 5.4615.30 2.80 27,770 79,670 8.3921.22 2.53
100 59,100 5.9114.40
圏
2.44 30,720 89,820 8.9820.30 2.26
105 68,200 6.50 18.20 2.80 33,720101,9209.71'24.20 2.49
110 77,800 7.0719.20 2.71 36,730114,53010.4125.22 2.42
115 87,4・00 7.6019.20 2.53 40,210127,61011.1026.16 2.36
120 98,000 8.1720.12 2.46 43,710141,71011.8128.20 2.39
125 108,0008.6420.00 2.31 47,190155,19012.4226.96 2.17
130 118,0009.0820.00 2.20 50,680168,68012.9826.98 2.08
135 129,2509.5722.50 2.35 54,160183,41013.5929.46 2.17
140 140,50010.0422.50 2.24 57,670198,17014.1629.52 2.09
145 153,00010.5525.002.37 61,650214・,650 14.8032.96 2.23
150 165,50011.0325.00 2.27 65,640231,14015.4132.98 2.14
155 179,10011.5527.20 2.35 69,650248,75016.0535.22 2.19
160 191,56011.9724.92 2.08 73,610265,17016.5732.84 1.98
165 204,01012.3624.90 2.01 77,600281,61017.0732.88 1.93
170 216,47012.7324.92 1.96 81,590298,06017.5332.90 1.88
亀
1
子供3人 は,1人 が15才以上,1人 が13才,他の1人 は13才未 満 とした。
一68一 商 学 討 究 第15巻 第3号
第11-B表 夫 婦 と 子 供3人
所 得 税 住 民 税 負 担 合 計 分
所得額
乃 ' 〆1 τ 乃 ΣT ≠ 〆 τ
万円 円 % % 円 円 % %
45 一 一 一 一 2,900 2,9∞ 0.64 3.46 5.37
50 一 一 一 一 4,570 4,570 0.91 3.34 3.65
55 3,120 0.57 6.2511.02 6,520 9,640 1.7510.14 5.79
60 6,5601.09 6.88 6.30 8,710 15,2702.55ll.26 4.42
65 10,600 1.63 8.08 4.95 10,910 21,510 3.3112.48 3.77
70 15,000 2.14 8.80 4.11 13,100 28,100 4.0113.18 3.28
75 19,950 2.66 9.90 3.72 15,500 35,450 4.73 14.70 3.11
80 26,700 3.3413.504.04 17,950 44,650 5.5818.40 3.30
85 33,9003.9914.40 3.61 20,77054,6706.4320.04 3.12
90 41,100 4.5714.40 3.15 23,720 64,820 7.2020.30 2.82
95 48,300 5.0814.40 2.83 26,660 74,960 7.8920.28 2.57
100 55,500 5.5514.40 2.59 29,610 85,110 8.5120.30 2.39
105 63,400 6.04 15.80 2.62 32,590 95,9909.1421.76 2.38
110 73,000 6.6419.202.89 35,580108,5809.8725.182.55
115 83,400 7.2520.80 2.87 39,000122,40010.6427.642.60
120 93,000 7.7519.20 2.48 42,380135,38011.2825.962.30
125 103,0008.2420.00 2.43 45,860148,86011.9126.96 2.26
130 113,0008.6920.00 2.30 49,340162,34012.4926.96 2.16
135 123,0009.1120.00 2.20 52,830175,83013.0226.98 2.07
140 135,5009.6725.00 2.58 56,310191,81013.7031.96 2.33
145 148,00010.2125.00 2.45 60,110208,11014.3532.60 2.27
150 160,50010.7025.00 2.34 64,090224,59014.9732.96 2.20
155 173,16011.1725.32 2.27 68,080241,24015.5633.30 2.14
160 185,58011.6024.85 2.14 72,050257,63016.1032.78 2.04
165 198,01012.0024.86 2.07 76,040274,05016.6132.851.98
170 210,44012.3824.86 2.01 80,020290,46017.0932.82 1.92
子 供3人 は,1人 が15才以上,1人 が13才,他の1人 は13才未 満 と した。
